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が、人権尊重に取組んだことで、自社の抱える問題の解決に取り組んだ例を挙げる。彼らは貨物を輸送するなかで 時に軍事関係の危険な物資を輸送しなければならないことがあ 。そ ため、このインパクトを評価し、対策を立てることが求められた。その結果、社内全体で人権デュー・ディリジェンスを行う仕組みを構築した。この検討のプロセスで明 かになったインパクトの評価の結果は、年刊のサステナビリティ・レポート
のなかでも公表された。　
この企業の取り組みの評価でき
る点は、自社の状況を知り、インパクトを評価することに加え、その内容を外部に公開し、共有しているところにある。この企業のように、取り組みに透明性を持たせることが重要であ 。インパクト評価の結果を公開する形で、外部関係者と自社の問題を共有す ことで、問題 解決につなが 協力を得ることが可能 なる。そうすることで、一社で解決しきれ い問題を解決することが可能となる場合もある。さらに、外部関係者から、ある程度の信頼を獲得することができるようにな 。　
次に、ネスレ社の取り組み事例
から学べる、企業が人権尊重を実践するうえで重要な点を紹介する。まず、人権の問題は、企業にとって新しい問題ではなく 健康、安全、汚職などを含む、既知の問題であるということを理解す ことが重要である。人権デュー・ディリジェンスは これら既知の問題を新しい見方 確認して くものであり、まったく未知のものへの対処ではない。次に人権は、企業の様々な機能に関わるものであるから、企業のトップからみて、企
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各国が責任あるビジネスを意識
する契機となったのが、二〇一一年に採択された指導原則である。この採択以来、国際的な政策は、指導原則 影響を受けている。たとえばＥＵは、すべての加盟国に対して、ＮＡＰの策定 求める。また世銀も人権 つい 言及し、人権尊重を実施してい かを評価測定する指標を設定すべきだと主張 ている。ＯＥＣＤ多国籍企業行動指針でも、 導原則は人権の項目におい 基礎となっている。さらにＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の達成において ビジネスが責任を持って行動をとことで、ゴール達成 貢献できこのような背景から、今、ＮＡＰの策定が求められている。　
さらに関連する国際的な動向を












目を最初に取り扱うことが必要である。国のなかでの優先順位の高いもの、国際的動向の観点から優先順位の高いも に取り組む。次に、現状の基礎評価を行い、それを計画のなかに盛り込んでいくということが重要にな また、指導原則の三つ 柱の網羅性の担保も欠かせない。　
欧州の国々のＮＡＰをみると、
自国以外の問題にフォーカスしがちである。たとえばデンマークは、ＮＡＰのなかで取り扱う問題のうち、国内 の問題は少な 。しかし、すべての国々が だけに目向けるのでは不十分である。非常に脆弱な立場にある、国内の移民労働者等を含めた人権 問題を、網羅的 盛り込む必要がある。　
さらに、ＮＡＰと既存の貿易や
投資政策との間には、一貫性 なければならない。そして、ＳＤＧｓの一七の目標 も連携が取れることが重要である。責任あるビジネスも、持続可能 開発 ための二〇三〇アジェンダ なかのひとつであり、連携 求められ　
社会全体に対するアプローチも
忘れてはならない。ＮＡＰの実践は、すべて国がやらなければいけないことではない。行動計画のなかにはビジネスがやること、あるいは市民社会がやる項目 あってよい。ＮＡＰ 社会の全員 協働して取り組ま ければなら ことである。最初のプラン策定から、政府、企業および の三者が協力していく必要がある。　
ＮＡＰの策定は始まりにすぎず、
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